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研究成果の概要（和文）：トヨタ生産方式は世界的に有名であり，そのテクニカルな側面（ジャストインタイム
生産，自働化）や工程改善手法については多くの研究書や解説書が存在する。しかし，トヨタ生産方式において
改善活動を促進・管理する制度的枠組みである原価・能率管理の仕組みは不明であった。このトヨタ自動車の原
価・効率管理は大野耐一氏がつくり発展させた歩合制度と呼ばれる集団能率給の決定方法と密接に関連して実施
されてきた。本研究は、聞取り調査と利用可能な資料や文献をもとに、1948年に導入された歩合制度が2004年に
廃止されたという事実とその理由を示すとともに、1948~2004年の歩合制度と能率管理の仕組みの変遷を明らか
にした。

研究成果の概要（英文）：The Toyota Production System is well known in its technical aspects like 
leveled production, Just-In-Time production, and “Jidoka” for carrying out Kaizen to increase 
productivity and to decrease production cost. However, the Toyota Production System had its 
particular management system of productivity, closely linked to a part of the wage, called “
productivity allowance”, worked up by Taiichi Ohno from 1948 to 1971. This productivity management 
system remained unknown for us, outsiders. Based on interviews with the company, this study 
elucidates in detail the institutional framework of this productivity management working with the 
wage system and the evolution of such management system from 1948 to 2011, emphasizing the fact that
 this productivity management system of Ohno was abolished in 2004. 

研究分野：経済学

キーワード： トヨタ生産方式　原価・能率管理　大野耐一　歩合制度　生産手当（生産性給）　歩合会議　生産性評
価制度

  ２版



様 式

１．研究開始当初の背景
 
 トヨタ生産方式（あるいはトヨタ生産シ
ステム）は世界的に有名であり，そのテク
ニカルな側面（ムダの排除、かんばんシス
テムによるジャストインタイム生産，自働
化）や改善方法については多くの研究書や
解説書が存在する。ところが，トヨタ
車の競争力の源泉であり核心的管理体系で
ある製造段階における原価・能率管理の仕
組みはほぼブラックボックス状態にあった。
この原価・効率管理は生産手当（
り生産性給）と呼ばれる集団能率給の決定
方法と密接に関連しているが、先行研究は
このような能率管理の制度的
かにできなかった。研究代表者自身の賃金
制度の変遷や組立職場の働き方の改革に関
する過去の研究も同様であり、トヨタ
車の能率管理の仕組みを明らかにしたいと
考え、本研究を計画した。
 
２．研究の目的
 
 本研究目的は，上記のような学術的背景
から、
ためのトヨタ生産方式」と不可分に展開さ
れた歩合制度と原価・能率管理の仕組み、
その歴史と現状を明らかにし，国内外の研
究者及び企業のトヨタ生産方式理解を深め
るのに貢献をしようとするものであった。
 なお、
り、歩合制度とは直接にはこの支給率の決定
の仕組みであるが、生産能率管理および生産
性目標管理と同じく生産性評価制度の構成

要素である。
 
３．研
 
 (1)
によって、可能な限りで、トヨタ自動車にお
ける歩合制度の創設過程、体系的制度化、変
容という歴史的進化をフォローすると共に、
先行研究や利用可能な資料では明らかにさ
れていない問題を確認した。
 (2)
2013
代表者とともに岡山大学工学部・経済学部共
通講義「ものづくり経営論」を担当して頂い
た元トヨタ自動車生産管理部生産調査室室
長（同取締役、トヨタ紡織社長・会長歴任）、
同社生産管理部査業課
査の講義

生産性評価制度の３構成要素

式 Ｃ－１９、Ｆ－１９

１．研究開始当初の背景

トヨタ生産方式（あるいはトヨタ生産シ
ステム）は世界的に有名であり，そのテク
ニカルな側面（ムダの排除、かんばんシス
テムによるジャストインタイム生産，自働
化）や改善方法については多くの研究書や
解説書が存在する。ところが，トヨタ
の競争力の源泉であり核心的管理体系で
ある製造段階における原価・能率管理の仕
組みはほぼブラックボックス状態にあった。
この原価・効率管理は生産手当（
り生産性給）と呼ばれる集団能率給の決定
方法と密接に関連しているが、先行研究は
このような能率管理の制度的
かにできなかった。研究代表者自身の賃金
制度の変遷や組立職場の働き方の改革に関
する過去の研究も同様であり、トヨタ
の能率管理の仕組みを明らかにしたいと
考え、本研究を計画した。

２．研究の目的 

本研究目的は，上記のような学術的背景
から、トヨタ自動車
ためのトヨタ生産方式」と不可分に展開さ
れた歩合制度と原価・能率管理の仕組み、
その歴史と現状を明らかにし，国内外の研
究者及び企業のトヨタ生産方式理解を深め
るのに貢献をしようとするものであった。
なお、歩合とは生産手当支給率のことであ
り、歩合制度とは直接にはこの支給率の決定
の仕組みであるが、生産能率管理および生産
性目標管理と同じく生産性評価制度の構成

要素である。 

３．研究の方法 

(1)先行研究や関連資料・文献のサーベイ
によって、可能な限りで、トヨタ自動車にお
ける歩合制度の創設過程、体系的制度化、変
容という歴史的進化をフォローすると共に、
先行研究や利用可能な資料では明らかにさ
れていない問題を確認した。
(2)トヨタ生産方式の理解を深めるために、
2013 年度〜2016
代表者とともに岡山大学工学部・経済学部共
通講義「ものづくり経営論」を担当して頂い
た元トヨタ自動車生産管理部生産調査室室
長（同取締役、トヨタ紡織社長・会長歴任）、
同社生産管理部査業課
査の講義の口述記録を作成した。同時に

生産性評価制度の３構成要素

Ｃ－１９、Ｆ－１９

１．研究開始当初の背景 

トヨタ生産方式（あるいはトヨタ生産シ
ステム）は世界的に有名であり，そのテク
ニカルな側面（ムダの排除、かんばんシス
テムによるジャストインタイム生産，自働
化）や改善方法については多くの研究書や
解説書が存在する。ところが，トヨタ
の競争力の源泉であり核心的管理体系で
ある製造段階における原価・能率管理の仕
組みはほぼブラックボックス状態にあった。
この原価・効率管理は生産手当（
り生産性給）と呼ばれる集団能率給の決定
方法と密接に関連しているが、先行研究は
このような能率管理の制度的
かにできなかった。研究代表者自身の賃金
制度の変遷や組立職場の働き方の改革に関
する過去の研究も同様であり、トヨタ
の能率管理の仕組みを明らかにしたいと
考え、本研究を計画した。 

 

本研究目的は，上記のような学術的背景
自動車における「原価低減の

ためのトヨタ生産方式」と不可分に展開さ
れた歩合制度と原価・能率管理の仕組み、
その歴史と現状を明らかにし，国内外の研
究者及び企業のトヨタ生産方式理解を深め
るのに貢献をしようとするものであった。
歩合とは生産手当支給率のことであ

り、歩合制度とは直接にはこの支給率の決定
の仕組みであるが、生産能率管理および生産
性目標管理と同じく生産性評価制度の構成

 

先行研究や関連資料・文献のサーベイ
によって、可能な限りで、トヨタ自動車にお
ける歩合制度の創設過程、体系的制度化、変
容という歴史的進化をフォローすると共に、
先行研究や利用可能な資料では明らかにさ
れていない問題を確認した。
トヨタ生産方式の理解を深めるために、
2016 年度の４年間に渡って研究

代表者とともに岡山大学工学部・経済学部共
通講義「ものづくり経営論」を担当して頂い
た元トヨタ自動車生産管理部生産調査室室
長（同取締役、トヨタ紡織社長・会長歴任）、
同社生産管理部査業課 OB、同社

口述記録を作成した。同時に

生産性評価制度の３構成要素

Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９

トヨタ生産方式（あるいはトヨタ生産シ
ステム）は世界的に有名であり，そのテク
ニカルな側面（ムダの排除、かんばんシス
テムによるジャストインタイム生産，自働
化）や改善方法については多くの研究書や
解説書が存在する。ところが，トヨタ自動
の競争力の源泉であり核心的管理体系で
ある製造段階における原価・能率管理の仕
組みはほぼブラックボックス状態にあった。
この原価・効率管理は生産手当（1993年よ
り生産性給）と呼ばれる集団能率給の決定
方法と密接に関連しているが、先行研究は
このような能率管理の制度的枠組みを明ら
かにできなかった。研究代表者自身の賃金
制度の変遷や組立職場の働き方の改革に関
する過去の研究も同様であり、トヨタ自動
の能率管理の仕組みを明らかにしたいと

 

本研究目的は，上記のような学術的背景
における「原価低減の

ためのトヨタ生産方式」と不可分に展開さ
れた歩合制度と原価・能率管理の仕組み、
その歴史と現状を明らかにし，国内外の研
究者及び企業のトヨタ生産方式理解を深め
るのに貢献をしようとするものであった。
歩合とは生産手当支給率のことであ

り、歩合制度とは直接にはこの支給率の決定
の仕組みであるが、生産能率管理および生産
性目標管理と同じく生産性評価制度の構成

先行研究や関連資料・文献のサーベイ
によって、可能な限りで、トヨタ自動車にお
ける歩合制度の創設過程、体系的制度化、変
容という歴史的進化をフォローすると共に、
先行研究や利用可能な資料では明らかにさ
れていない問題を確認した。 
トヨタ生産方式の理解を深めるために、

年度の４年間に渡って研究
代表者とともに岡山大学工学部・経済学部共
通講義「ものづくり経営論」を担当して頂い
た元トヨタ自動車生産管理部生産調査室室
長（同取締役、トヨタ紡織社長・会長歴任）、

、同社 TQM 推進部
口述記録を作成した。同時に別途

生産性評価制度の３構成要素 

、Ｚ－１９、ＣＫ－１９

トヨタ生産方式（あるいはトヨタ生産シ
ステム）は世界的に有名であり，そのテク
ニカルな側面（ムダの排除、かんばんシス
テムによるジャストインタイム生産，自働
化）や改善方法については多くの研究書や

自動
の競争力の源泉であり核心的管理体系で
ある製造段階における原価・能率管理の仕
組みはほぼブラックボックス状態にあった。

年よ
り生産性給）と呼ばれる集団能率給の決定
方法と密接に関連しているが、先行研究は

を明ら
かにできなかった。研究代表者自身の賃金
制度の変遷や組立職場の働き方の改革に関

自動
の能率管理の仕組みを明らかにしたいと

本研究目的は，上記のような学術的背景
における「原価低減の

ためのトヨタ生産方式」と不可分に展開さ
れた歩合制度と原価・能率管理の仕組み、
その歴史と現状を明らかにし，国内外の研
究者及び企業のトヨタ生産方式理解を深め
るのに貢献をしようとするものであった。 
歩合とは生産手当支給率のことであ

り、歩合制度とは直接にはこの支給率の決定
の仕組みであるが、生産能率管理および生産
性目標管理と同じく生産性評価制度の構成

先行研究や関連資料・文献のサーベイ
によって、可能な限りで、トヨタ自動車にお
ける歩合制度の創設過程、体系的制度化、変
容という歴史的進化をフォローすると共に、
先行研究や利用可能な資料では明らかにさ

トヨタ生産方式の理解を深めるために、
年度の４年間に渡って研究

代表者とともに岡山大学工学部・経済学部共
通講義「ものづくり経営論」を担当して頂い
た元トヨタ自動車生産管理部生産調査室室
長（同取締役、トヨタ紡織社長・会長歴任）、

推進部主
別途、

元生産調査室室長に工場技術員室時代と生
産調査室時代の体験について聞取り調査を
行い、査業課
管理の仕組み、
の仕組みについて聞取りを行った。
 (3)
よって
金制度と能率管理の仕組みについて、トヨタ
自動車人事部、労働組合および生産管理部生
産性マネジメント室に対
行った。同社の能率管理の仕組みについては、
2000
対する聞取り調査と、本研究において行った
生産管理部査業課
性マネジメント室への聞取り調査によって
深く理解することができた。
 
４．研究成果
 
 本研究の成果は
頭発表し、最終的には
テムの進化：原価・能率管理の観点から」
まとめて
した。その主な内容は以下である。
 
（１）
ての確認
 
 トヨタ自動車
能な
『トヨタ自動車
自動車工業人事部労務課長・牧野明光「トヨ
タ自動車の生産手当制度」（労働法令協会編
『業績給制度の実際』労働法令協会、
年、所収）
年における生産手当の導入
る生産能率歩合と完成歩合を構成項目とす
る生産手当
での生産手当制度
得られる。
での制度の発展プロセスについては佐竹弘
章『トヨタ生産方式の生成・発展・変容』（東
洋経済新報社、
づくりの寓話：フォードからトヨタへ』（名
古屋大学出版会、
とくに後者は
問題として
測定の問題が
りを
かにした。
代後半の生産手当制度の詳細
『トヨティズム―日本的生産システムの成
熟と変容』（ミネルヴァ
聞取り調査にもとづいて明らかにしている。
しかし、
び 2004
よび研究は存在しない。
 他方、歩合制度と連動した能率管理の仕組
みについては、
作業組織」（石田光男・藤村博之・久本憲夫・

 

、ＣＫ－１９（共通）

元生産調査室室長に工場技術員室時代と生
産調査室時代の体験について聞取り調査を
行い、査業課 OB
管理の仕組み、
の仕組みについて聞取りを行った。
(3)歩合制度は
よって廃止されたが、
金制度と能率管理の仕組みについて、トヨタ
自動車人事部、労働組合および生産管理部生
産性マネジメント室に対
行った。同社の能率管理の仕組みについては、
2000 年に行った生産管理部生
対する聞取り調査と、本研究において行った
生産管理部査業課
性マネジメント室への聞取り調査によって
深く理解することができた。

４．研究成果 

本研究の成果は
頭発表し、最終的には
テムの進化：原価・能率管理の観点から」
まとめて公表し、進化経済学会において発表
した。その主な内容は以下である。

（１）関連資料および先行研究の成果につい
ての確認と課題

トヨタ自動車
能な比較的詳細な
『トヨタ自動車
自動車工業人事部労務課長・牧野明光「トヨ
タ自動車の生産手当制度」（労働法令協会編
『業績給制度の実際』労働法令協会、
年、所収）のみである。同社資料によって
年における生産手当の導入
生産能率歩合と完成歩合を構成項目とす
る生産手当制度の成立、および
での生産手当制度
得られる。また、
での制度の発展プロセスについては佐竹弘
章『トヨタ生産方式の生成・発展・変容』（東
洋経済新報社、
づくりの寓話：フォードからトヨタへ』（名
古屋大学出版会、
とくに後者は 1948
問題として生産能率の測定尺度
測定の問題が存在し
りを行い、歩合制度を基礎付けたことを明ら
かにした。1965
代後半の生産手当制度の詳細
『トヨティズム―日本的生産システムの成
熟と変容』（ミネルヴァ
聞取り調査にもとづいて明らかにしている。
しかし、1993 年の賃金制度改革の詳細およ

2004 年の賃金制度改革についての資料お
よび研究は存在しない。
他方、歩合制度と連動した能率管理の仕組
みについては、
作業組織」（石田光男・藤村博之・久本憲夫・

（共通） 

元生産調査室室長に工場技術員室時代と生
産調査室時代の体験について聞取り調査を

OB には歩合制度を通じた能率
管理の仕組み、TQM 推進部主査には品質管理
の仕組みについて聞取りを行った。
歩合制度は2004年の賃金制度の改訂
廃止されたが、廃止理由、

金制度と能率管理の仕組みについて、トヨタ
自動車人事部、労働組合および生産管理部生
産性マネジメント室に対して
行った。同社の能率管理の仕組みについては、
年に行った生産管理部生

対する聞取り調査と、本研究において行った
生産管理部査業課 OB および生産管理部生産
性マネジメント室への聞取り調査によって
深く理解することができた。

 

本研究の成果は国内外の学会において口
頭発表し、最終的には論文「トヨタ生産シス
テムの進化：原価・能率管理の観点から」
公表し、進化経済学会において発表

した。その主な内容は以下である。

関連資料および先行研究の成果につい
と課題 

トヨタ自動車の歩合制度に関する利用可
比較的詳細なトヨタ自動車公表資料は

『トヨタ自動車 20 年史』（1958
自動車工業人事部労務課長・牧野明光「トヨ
タ自動車の生産手当制度」（労働法令協会編
『業績給制度の実際』労働法令協会、
のみである。同社資料によって

年における生産手当の導入、
生産能率歩合と完成歩合を構成項目とす
制度の成立、および

での生産手当制度の詳細に
また、この 1948

での制度の発展プロセスについては佐竹弘
章『トヨタ生産方式の生成・発展・変容』（東
洋経済新報社、1998 年）と和田一夫『もの
づくりの寓話：フォードからトヨタへ』（名
古屋大学出版会、2009 年）の研究があり、

1948 年の生産手当の導入期
生産能率の測定尺度
存在し、大野耐一氏が基準づく

行い、歩合制度を基礎付けたことを明ら
1965年以降については

代後半の生産手当制度の詳細
『トヨティズム―日本的生産システムの成
熟と変容』（ミネルヴァ書房、
聞取り調査にもとづいて明らかにしている。

年の賃金制度改革の詳細およ
年の賃金制度改革についての資料お

よび研究は存在しない。 
他方、歩合制度と連動した能率管理の仕組
みについては、石田光男「工場の能率管理と
作業組織」（石田光男・藤村博之・久本憲夫・

元生産調査室室長に工場技術員室時代と生
産調査室時代の体験について聞取り調査を

には歩合制度を通じた能率
推進部主査には品質管理

の仕組みについて聞取りを行った。 
年の賃金制度の改訂
廃止理由、廃止後の賃

金制度と能率管理の仕組みについて、トヨタ
自動車人事部、労働組合および生産管理部生

して聞取り調査を
行った。同社の能率管理の仕組みについては、
年に行った生産管理部生産総括室に対

対する聞取り調査と、本研究において行った
および生産管理部生産

性マネジメント室への聞取り調査によって
深く理解することができた。 

国内外の学会において口
「トヨタ生産シス

テムの進化：原価・能率管理の観点から」
公表し、進化経済学会において発表

した。その主な内容は以下である。 

関連資料および先行研究の成果につい

歩合制度に関する利用可
トヨタ自動車公表資料は
1958 年）とトヨタ

自動車工業人事部労務課長・牧野明光「トヨ
タ自動車の生産手当制度」（労働法令協会編
『業績給制度の実際』労働法令協会、
のみである。同社資料によって

、1950 年におけ
生産能率歩合と完成歩合を構成項目とす
制度の成立、および 1965 年時点

詳細についての知見が
1948年から 1965

での制度の発展プロセスについては佐竹弘
章『トヨタ生産方式の生成・発展・変容』（東

年）と和田一夫『もの
づくりの寓話：フォードからトヨタへ』（名

年）の研究があり、
年の生産手当の導入期

生産能率の測定尺度と労働時間
、大野耐一氏が基準づく

行い、歩合制度を基礎付けたことを明ら
年以降については、1980

代後半の生産手当制度の詳細は、野村正實
『トヨティズム―日本的生産システムの成

書房、1993 年）が
聞取り調査にもとづいて明らかにしている。

年の賃金制度改革の詳細およ
年の賃金制度改革についての資料お

他方、歩合制度と連動した能率管理の仕組
石田光男「工場の能率管理と

作業組織」（石田光男・藤村博之・久本憲夫・

元生産調査室室長に工場技術員室時代と生
産調査室時代の体験について聞取り調査を

には歩合制度を通じた能率
推進部主査には品質管理

年の賃金制度の改訂に
廃止後の賃

金制度と能率管理の仕組みについて、トヨタ
自動車人事部、労働組合および生産管理部生

聞取り調査を
行った。同社の能率管理の仕組みについては、

産総括室に対
対する聞取り調査と、本研究において行った

および生産管理部生産
性マネジメント室への聞取り調査によって

国内外の学会において口
「トヨタ生産シス

テムの進化：原価・能率管理の観点から」に
公表し、進化経済学会において発表

関連資料および先行研究の成果につい

歩合制度に関する利用可
トヨタ自動車公表資料は

トヨタ
自動車工業人事部労務課長・牧野明光「トヨ
タ自動車の生産手当制度」（労働法令協会編
『業績給制度の実際』労働法令協会、1966
のみである。同社資料によって 1948

におけ
生産能率歩合と完成歩合を構成項目とす

年時点
ついての知見が

1965年ま
での制度の発展プロセスについては佐竹弘
章『トヨタ生産方式の生成・発展・変容』（東

年）と和田一夫『もの
づくりの寓話：フォードからトヨタへ』（名

年）の研究があり、
年の生産手当の導入期の

労働時間
、大野耐一氏が基準づく

行い、歩合制度を基礎付けたことを明ら
1980年
、野村正實

『トヨティズム―日本的生産システムの成
年）が

聞取り調査にもとづいて明らかにしている。
年の賃金制度改革の詳細およ

年の賃金制度改革についての資料お

他方、歩合制度と連動した能率管理の仕組
石田光男「工場の能率管理と

作業組織」（石田光男・藤村博之・久本憲夫・
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松村文人『日本のリーン生産方式—自動車企
業の事例』中央経済社、1997 年、第１章第
３節）が、聞取り調査によって、1990 年代
初頭に工場レベルにおいて実践されていた
能率管理と能率向上のための改善活動の実
態を詳しく説明している。ただし、同研究で
は、全社的な能率管理の仕組みは明らかにさ
れておらず、また 1993 年の生産手当制度の
改訂と能率管理の仕組みの変更の仔細につ
いては明らかにされていない。 
 歩合制度と能率管理に関する利用可能な
資料および先行研究は以上のようであり、
1965年以1980年代前半の生産手当制度の実
態については、佐竹前掲書に部分的な説明は
あるものの、ほぼ不明であった。また、1993
年以降の生産手当制度と能率管理の仕組み
については研究および資料は存在しない。よ
って、これらの点については聞取り調査によ
って明らかにする必要があった。以下は、本
研究の成果の要旨である。 
 
（２）歩合制度と能率管理の歴史的進化 
 
 トヨタ自動車の歩合制度は徐々に整備・修
正され、最終的には 2004 年の賃金制度の改
訂時に廃止された。本研究成果は、歩合制度
が 2004 年に廃止されたという事実の指摘と、
利用可能な資料や文献と聞取り調査をもと
に 1948~1957年、1965~1978年、1988~1993
年、2004~2011年の生産手当制度の改革内容
と歩合制度を通じた能率管理の仕組みの変
化を明らかにしたことである。 
 
 ①歩合制度の創成期：1948~1957年 
 歩合制度の出発点は、1948 年に係長以下の
全従業員に対して基本給以外に、製造部門の
生産性の向上実績に応じて成果を還元する
集団能率給として生産手当が導入されたこ
とである。すなわち、月毎に製品を製造する
のに実際に要した作業時間を基準加工時間
と比較して算定される生産能率を歩合（生産
手当支給率）とし、基本給に掛けて生産手当
を算定するようになった。そして生産能率・
歩合を決定する機関として歩合会議が設置
された。この歩合決定の仕組みは、斉藤尚一
専務の指示によって駆動工場長であった大
野耐一氏がつくったものである。ただし、
1949 年にはトヨタ自動車は倒産の危機に瀕
し、また 1950 年の前半には会社再建のため
の大量解雇計画に端を発した労働争議が起
こるという状況において、生産手当制度は機
能しなかった。 
 この歩合制度が制度として整えられたの
は、労働争議が終息して本格的な会社再建が
始まった 1950 年秋である。すなわち、直接
部門において決定される生産能率歩合に加
えて、事務・技術部門の生産性向上への貢献
を刺激するために全社の能率と言える完成
歩合が導入され、生産手当は能率歩合と完成
歩合によって決定されるように修正された。

この生産手当は、全従業員を３歩合部門（直
接部門、間接部門、管理部門）に区別し、部
門毎に能率歩合と完成歩合のウエートを変
えて算定された。 
 この 1950 年の生産手当制度の問題は、能
率歩合および完成歩合の算定基準である部
品時間（基準加工時間を改称）の設定方法に
あった。すなわち、部品時間は工場の事務部
門が作成して申告したものがそのまま使用
されたことから、同一部品で製造ラインが異
なれば部品時間が異なり、また自働化が進む
ことで能率が大幅に上昇するという問題が
発生した。 
 
② 1955 年の生産手当制度の改定 
 問題解決のために、1955 年 6 月に「生産
手当改正方針」が出され、以下のような生産
手当制度の改訂が行われた。 
 第１に、３歩合部門が４歩合部門（直接部
門、補助部門、間接部門、管理部門）に変更
され、また労働時間の内訳（実働時間と不働
時間、実働時間中の直接時間の内訳および間
接時間の内訳等）が詳細に定義された。 
 第２に、部品時間は原価計算の基準となる
ことから基準時間と名称変更され、さらに工
務部に設置された査業課（後の生産管理部査
業課）が基準時間を一元管理するようになっ
た。すなわち、査業課が部品別の実績資料か
ら、新しく別個に基準時間を設定し、これに
よって、生産能率を測定し、また工数（要員）
計画を立て、実情に即した要員配置と原価計
算をするようになった。 
 第３に、査業課は生産能率を能率歩合に変
換する歩合係数を設定し、また歩合の客観的
決定方法を確立した。すなわち、過去には大
きく変動する生産能率をそのまま歩合に反
映させないために歩合会議が調整して歩合
を決定していたが、煩雑な調整作業を回避し
つつ生産手当の大きな変動を抑制するため
に、前月の決定歩合の６分の５に当月の算定
能率の６分の１を加えるという６分の１方
式を客観的なルールとして導入した。 
 第４に、基準時間の切り下げが制度化され
た。すなわち、標準時間とは異なって基準時
間は工程改善を行っても原則として変更さ
れないが、設備投資によって能率歩合が大き
く上昇した場合は基準時間が切り下げられ
るようになった。ただし、この切り下げは歩
合会議でのインフォーマルな調整によって
行われ、未だフォーマルな基準時間改訂ルー
ルにはなっていなかった。 
 
③歩合制度の体系化と大野議長による歩合
会議：1965〜1978 年 
 この時期に大野耐一氏を議長とする歩合
会議のもとで、基準時間管理方式、歩合決定
方法が体系的に確立されるとともに、トヨタ
生産方式にもとづく改善活動が推進された。 
 第１に、歩合は、全歩合単位（課、交替勤
務制の職場は直）を対象として個別に決定さ
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れていたが、1967 年３月に全歩合単位の決定
能率歩合を順位づけて、これを上から下に４
等分して a,b,c,d の４歩合グループに括り、
生産手当支給率としては歩合グループの算
定能率歩合の平均値が適用されるようにな
った。 
 第２に、基準時間改訂ルールが確立された。
すなわち、決定能率歩合のトップグループ（a
グループ）の平均値以上の決定能率歩合を記
録した歩合単位の基準時間が、a グループ平
均の決定能率歩合になるまで切り下げられ
るというルールが確立されたのである。 
 第３に、歩合会議においては、全ての部署
の能率データ（課・直・組毎のデータ）を検
討して、データと実態との整合性の確認や能
率変動の要因分析を行い、また会議後の現場
巡視・指導によって、トヨタ生産方式による
生産性向上活動への徹底した指導が行われ
ていったと考えられる。この時期には、改善
活動を推進する生産管理部生産調査室の設
置やサプラーヤー等へのトヨタ生産方式の
普及を目的とした「自主研」が立ち上げられ
たように、歩合制度の体系的確立とトヨタ生
産方式の体系化および推進は、密接に関連し
ていた。すなわち、歩合制度は単に生産手当
決定の仕組みであるに留まらず、生産能率管
理の仕組みであり、こうした仕組みの中でト
ヨタ生産方式に従った改善活動が進められ
たのである。 
 1965〜1971 年に確立された歩合制度と能
率管理の仕組みは、1980 年代末までほぼ維
持されていた。しかし、大野氏が退職した後、
歩合決定や基準時間改訂は副社長の決裁か
ら徐々に「組織の決裁」に変わっていくとと
もに、1988 年に歩合会議の生産部門会議へ
の改組が行われ、また 1987~1991 年のバブ
ル経済期の混乱の１原因として歩合制度が
問題視され、労使による「技能系職場魅力ア
ップ委員会」の検討によって制度改革が行わ
れた。 
 
④1988〜1993 年の歩合制度と能率管理の改
革 
 
（a）1988 年の改革 
 1988 年 1 月の歩合会議の生産部門会議への
改組は、会議を、歩合を決定する場から、安
全・品質等を含めて広い視野で総合生産性の
向上を議論する場にする変更であった。すな
わち、生産部門会議では全社の中長期的な利
益目標と賃上げ分を考慮して年間の生産性
向上目標が設定され、各工場の生産性向上目
標が工場の特性を考慮して設定される。工場
側では、この生産性向上目標を達成するため
に、独自に能率向上目標を設定して改善活動
を進める、ということになった。 
 そしてこのとき同時に、歩合制度について
４歩合グループから３歩合グループへの歩
合決定方法の変更が行われた。理由は、1965
年の制度では、機械工場のような資本集約的

職場と組立工場のような労働集約的職場の
間で能率格差が存在し、組立職場の部署はほ
ぼ最下位 dグループに留まり、歩合格差が拡
大していったことにある。このような賃金格
差を是正するために、歩合グループを３つに
減らし、トップグループと下位グループ間の
歩合格差を緩和したのである。ただし、生産
手当を巡る不平等はこの改革によっては解
決されなかった。それゆえに、1992 年のマ
イナーな改正の後の 1993 年に賃金制度の大
きな改革が行われた。 
 
（b）ABC トータルでの能率評価への変更  
 1992年 7月に生産能率評価の対象が 1948
年以来の製造部直接部門（A部門）の能率か
ら製造部補助部門（B：改善組）と工場間接
部門（C：工務部保全課）を含む ABCトータ
ルの能率評価に変更された。そのため、A部
門にのみ設定されていた基準時間を BC部門
に設定するために BC係数が導入された。 
  
（c）ショップ群別能率評価への移行 
 1993 年 4 月の賃金制度改正によって、事
務・技術部門従業員に対する生産手当が廃止 
され、技能員のみに適用されるようになった。
また、生産性給の対象から事務・技術部門従
業員が外れたことから、1950 年に導入され
た完成歩合も、全社完成歩合から全工場の完
成歩合へと変更されている。 
 同時に、生産手当が生産性給と名称変更さ
れ、生産性給支給率の決定方法も、1967 年
以来の全製造部門の歩合単位（製造課）を対
象とした歩合グループ制による決定から、シ
ョップ間の能率実態の相違を考慮したショ
ップ群別の歩合グループ制による決定に変
更された。このショップ群は、鋳造・鍛造・
プレスグループ、機械グループ、ボデー・塗
装・成形グループ、および組立グループであ
る。過去の評価方法では、自働化が進む資本
集約的な部署が上位に入り、自働化の進まな
い労働集約的な部署（特に組立工場の課）が
下位に留まるという傾向が存在し、こうした
不平等を是正するために、比較的同質的なシ
ョップ群別に評価することに変更されたの
である。 
 ただし、基準時間切り下げルールについて
は 1965 年以来の仕組みが維持された。すな
わち、ショップ群別ではなく全製造課を対象
とした順位づけにおいてトップの aグループ
にランクインした歩合単位（課）の基準時間
が、当該課の算定能率歩合が aグループの平
均値になるように切り下げられるという仕
組みは維持された。しかも、切り下げられる
課は同時に歩合に関するショップ群別の評
価においてトップの aグループにランクイン
し、トップレベルの生産手当支給率を適用さ
れた課である。よって歩合決定に関してはシ
ョップ群別の評価によって資本集約度に起
因する不平等を緩和したのであるが、基準時
間管理は 1965 年以来の仕組みが堅持された
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のである。 
 
⑤歩合制度の完全廃止：2004年の制度改革 
 1992〜1993 年に導入された歩合制度およ
び賃金制度の改革と生産部門会議による新
しい生産性評価制度は 2003 年度まで維持さ
れた。技能系の賃金制度自体は、1999 年 10
月の改正によって、基本給が職能個人給に名
称変更され、基準賃金に占めるウエートも
40%から 30%に圧縮され、代わりに職能基準
給のウエートが 20%から 30%へと大きくな
ったが、生産性給の基本的性格に変更はなか
った。ただし、資格体系が変更され、新たに
賃金等級が設定されて、生産性給は支給率を
この賃金等級別に定められた定額（生産性給
と職能基準給に適用）にかけて算定されるよ
うになった。ところが、2004 年の賃金制度
の改訂では、年齢給が役割・習熟給（班長級
は習熟給、組長・校長級は役割給でいずれも
職位別の定額）に変更されただけに見えるが、
生産性給の性格がラディカルに変更された。
歩合制度が廃止されたのである。 
 
（a）生産性給決定方法の変更 
 生産性給支給率としては、全工場の係長級
以下の全ての技能員に対して一個同一の支
給率が１年間固定されて適用されるように
なった。この支給率は、歩合制度のように生
産能率に基づいて月々決定されるのではな
く、前年度の全社生産性上昇率を考慮して決
定されるようになった（生産性上昇率は変動
するためにストレートに支給率に反映させ
てはない）。そして生産性給は支給率を賃金
等級別の基準額に掛けて決定されるように
なった。 
 このような変更が行われた理由は、歩合制
度において不可避な不平等感や能率向上の
ための無理な、あるいは過剰な能率追求とい
う不健全な職場運営を労使双方が問題視し
たことにある。人事部側の指摘した問題とし
ては、(ア)必要な改善であっても成果が短期
間では表れにくいケースや、一時的にマイナ
スになるケースがあり、こうした改善は生産
性給には不利に働いた；（イ）生産性給が月々
課別の能率によって決定されるために、能率
の結果を意識するあまり、本来行うべき業務
を先送りして見掛けの能率向上を求めると
いう負の影響が存在した；（ウ）製品の切り
替え時には品質確保や初期需要対応に向け
て最大限の努力をしているにもかかわらず、
生産能率が低下し、生産性給支給率が低下す
るという不利な事態が生じる；（エ）総じて、
過去の生産性給決定の仕組みでは、本来目指
すべき生産性向上とは異なる行動に向かわ
せたり、組合員の頑張りが必ずしも適正に賃
金に反映されないこともあった、ということ
であった。 
 
（b）基準時間改訂ルールの変更 
 歩合制度の廃止とともに、基準時間改訂ル

ールも変更された。歩合制度の下では全部署
の生産能率の順位づけにもとづいて基準時
間の改訂が行われていたが、歩合制度の廃止
以後は、年間で生産能率が一定の基準値（例
えば 1.05）を上回った課について、翌年度の
初めに能率が１になるように基準時間を引
き下げるという仕組みに変わった。この基準
時間の改訂はさらに、改訂部署が多いという
事もあって 2013 年度からは、半期毎に、す
なわち上半期（4〜9月）について 10月、下
半期（10〜3月）について 4月に行われるよ
うになっている。 
 
（c）BC係数の廃止と A能率への回帰 
 2011年 4月に BC係数が廃止され、生産能
率は 1993 年以前の直接部門（A 部門）のみ
を対象とした指標に戻った。廃止の理由は、
直接部門の生産能率は月々変動するが、区分
B（改善）・C（保全）の業務が生産変動に追
随する部分は少なく、月度で工数管理すべき
対象ではないこと、および ABC トータルの
生産能率では BC係数自体に変化がなくても
Aの生産能率が上がれば BC能率も上がる事
になり、BC 能率を見る意味がないというこ
とであった。 
 
（d）生産性評価と目標管理 
 以上の歩合制度の廃止と BC係数の廃止に
よる A能率への限定は、生産性評価の仕組み
の修正と関連していた。1988 年以来の生産
部門会議はプロセス重視の目標管理になっ
ていたが、歩合制度が維持されていたことか
ら歩合の決定の場であると共に、その基礎と
なっている生産能率の変動と生産性向上度
がともに報告され、議論されていた。歩合制
度の廃止された 2004 年以降には、生産部門
会議に報告される各工場の生産性向上率は、
直接部門の A 部門生産性向上率と工場全体
（P部門）の ABC３部門や生産準備・訓練工
数等を含む P 部門生産性向上率のみとなり、
管理指標としての生産能率は工場自身が直
接部門の改善活動による能率向上を評価す
る指標として使用されることになった。  
 つまり、工場側での生産性向上活動は以下
のように進められる。各工場の生産性向上年
度目標は、基本的には経営側の長期短期の利
益目標に関するガイドラインをもとに、各工
場が独自に生産性向上計画を作成し、生産性
マネジメント部長、製造本部長および担当副
社長で 11 工場の計画を調整後にトータルで
承認し、工場の年度目標が確定する。こうし
て、工場側では年初に年度目標を達成するた
めに進めるべき改善計画を作成し、これにリ
ンクした毎月の能率目標や稼働体制を設定
して改善を進め、改善計画の進捗度と生産向
上度を月々確認し、生産部門会議で報告する
ことになる。 
 
⑥結論 
 1948 年の生産手当の導入に始まるトヨタ
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自動車の歩合制度は、2004 年の賃金制度改
革によって幕を閉じ、１つの時代が終わった。 
 大野耐一氏の指導によって歩合制度が
徐々に整備され、歩合会議による能率管理の
下でトヨタ生産方式に基づく改善活動が組
織され、原価低減と生産性向上、製造現場の
体質強化が実現されてきた。制度改革の歴史
が示すように、トヨタ自動車の製造現場は歩
合制度の下で能率向上競争を行い、生産性向
上のために改善活動を進め、全社レベルの生
産性向上と原価低減に貢献してきた。生産能
率は生産手当支給率決定の基礎データでは
あるが、それ以上に重要な製造現場による生
産活動と改善活動の成果を表す管理指標で
あった。 
 生産手当（生産性給）もこのような製造現
場の努力に対する報酬、「頑張れば報われる」
賃金部分として労使に承認されてきた。しか
し、全歩合単位横並びの歩合決定という仕組
みの下では、資本集約的な工程と労働集約的
な工程で生産能率格差が拡大し、生産能率の
向上の難しい工程の従業員が不平等感を抱
くのは自然であった。1993 年の賃金制度の
改革はこうした不平等を解消しようとした
ものであったが、歩合単位間の能率向上競争
を前提とした歩合制度の下では、無理な職場
運営や歩合上の不平等感等の問題が残り、こ
うしたデメリットの解決のために 2004 年に
歩合制度が廃止された。2004 年 4 月以降の
生産性給支給率は前年度の生産性向上率を
もとに全社一律で決定され、生産性給は１年
間同一の支給率を賃金等級毎の支給額に掛
けて決定されることから、同一賃金等級に属
す技能系の従業員は同一の生産性給を支給
される、ということになったのである。 
 
（3）本研究成果の国内外における位置づ
け・インパクトと今後の展望 
 
 本研究成果は、トヨタ自動車の歩合制度の
歴史と生産性評価制度（能率管理）の仕組み
を明らかにした初めてのものである。 
 本研究の成果の要点は自動車産業に関す
る国際学会・国際セミナーおよび国内学会等
で口頭発表し、注目されてきた。ただし、最
終成果である主論文「トヨタ生産システムの
進化：原価・能率管理の観点から」は A4 版
38ページにおよび、ページ数制限のある査読
付き雑誌への投稿も行いえないという問題
があり、現状では web上での公表にとどまっ
ている。以上の事情から、今後はまずは紀要
論文として発表した後に、生産性に影響する
品質管理や工程改善の事例等に関する補完
的な研究を加えて著書として刊行し、学会並
びに実業界に学術的に貢献したいと考えて
いる。 
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